
問題: 未就学児・小学生の飛び出し事故が多いこと 

現状は未就学児・小学生の飛び出し事故は、住宅街や通学路などの生活道路で多
く発生している。子どもの特性を十分に考慮しない道路環境や、速度が出やすい
道路構造、注意喚起や体験型の交通安全教育の不足により、事故が起こりやすい

状況となっている。

理想的な状態は、子どもが飛び出しても重大事故につながりにくい交通環境が
整っていることである。速度抑制や見通しの確保、分かりやすい標示に加え、教

育や地域の見守りが定着し、子どもが安心して歩ける状態が実現している。



原因の洗い出しと問題点の整理 

• 子どもの行動特性を前提とした道路設計がなされていない
• スクールゾーンや生活道路での速度抑制対策が不十分
• 見通しの悪い交差点に路上駐車が残っている
• 子どもの存在をドライバーに十分伝える標示・看板が不足
• 通学路の危険箇所が体系的に把握・改善されていない
• 交通安全教育が座学中心で、実地体験が少ない
• 学校・家庭・地域・行政の連携が弱い



課題の設定 

• 子どもの不注意に依存した安全対策から脱却する
必要がある
• 子どもの特性を前提とした交通環境整備が求めら
れる
• 道路環境・教育・地域体制を一体的に改善する必
要がある

 事故が起きにくい環境を地域全体で構築するこ
とが課題



解決策の提案
 

未就学児・小学生の飛び出し事故を減少させるためには、単一の対策ではなく、道路環境の
整備、交通安全教育の充実、地域全体での見守り体制の構築を組み合わせた総合的な取り組
みが不可欠である。まず、道路環境の面では、スクールゾーンや住宅街において最高速度を
明確にするとともに、カラー舗装や減速帯、注意喚起の路面標示を設置することで、ドライ
バーに対して「子どもが多く利用する空間」であることを視覚的に伝えることが重要である。
これにより、無意識の速度超過を防ぎ、安全確認を促す効果が期待できる。

また、見通しの悪い交差点や住宅地の出入口では、駐車規制の徹底やカーブミラーの設置
を行い、子どもと自動車の双方が互いを早期に認識できる環境を整える必要がある。加えて、
通学路の危険箇所を定期的に点検し、改善を重ねていく仕組みを整
えることも重要である。

次に、交通安全教育については、座学中心の指導から、実際の通学路を活用した体験型学
習へと転換することが求められる。子ども自身が「どこが危険なのか」「なぜ止まる必要が
あるのか」を体験的に理解することで、安全行動の定着が図られる。さらに、学校・保護
者・地域住民・自治体が連携し、見守り活動や情報共有を行うことで、地域全体で子どもを
守る体制を構築することができる。



期待される効果や今後の課題
 

これらの対策を実施することで、まずドライバーの行動に変化が生まれ、速度抑制や交差点での
安全確認が徹底されるようになると考えられる。その結果、子どもが予期せず道路に飛び出した
場合でも、重大事故に至るリスクを低減する効果が期待される。また、体験型の交通安全教育を
通して、子ども自身の危険認識能力が高まり、自発的に周囲を確認する行動につながる点も大き
な効果である。

さらに、地域の見守り体制が強化されることで、子どもが安心して外出できる環境が整い、保
護者の心理的負担の軽減にもつながる。このように、安全対策は事故防止だけでなく、地域全体
の安心感や安全意識の向上にも寄与する。

一方で、道路整備や設備導入には費用や時間がかかり、住民の理解と合意形成が不可欠である
という課題も存在する。そのため、事故発生状況や通学路の実態を踏まえて対策の優先順位を明
確にし、段階的かつ継続的に取り組むことが重要である。地域全体で協力しながら改善を続けて
いくことが、事故削減に向けた鍵となる
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